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議案第１２号

令和７年度別海町一般会計予算

令和７年度別海町一般会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１３号

令和７年度別海町国民健康保険特別会計予算

令和７年度別海町国民健康保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１４号

令和７年度別海町介護サービス事業特別会計予算

令和７年度別海町介護サービス事業特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１５号

令和７年度別海町介護保険特別会計予算

令和７年度別海町介護保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１６号

令和７年度別海町後期高齢者医療特別会計予算

令和７年度別海町後期高齢者医療特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１７号

令和７年度町立別海病院事業会計予算

令和７年度町立別海病院事業会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１８号

令和７年度別海町水道事業会計予算

令和７年度別海町水道事業会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１９号

令和７年度別海町下水道等事業会計予算

令和７年度別海町下水道等事業会計予算を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２０号

令和６年度別海町一般会計補正予算

令和６年度別海町一般会計補正予算（第７号）を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２１号

令和６年度別海町国民健康保険特別会計補正予算

令和６年度別海町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２２号

令和６年度別海町介護サービス事業特別会計補正予算

令和６年度別海町介護サービス事業特別会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出す

る。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２３号

令和６年度別海町介護保険特別会計補正予算

令和６年度別海町介護保険特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２４号

令和６年度別海町後期高齢者医療特別会計補正予算

令和６年度別海町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２５号

令和６年度町立別海病院事業会計補正予算

令和６年度町立別海病院事業会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２６号

令和６年度別海町水道事業会計補正予算

令和６年度別海町水道事業会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２７号

令和６年度別海町下水道等事業会計補正予算

令和６年度別海町下水道等事業会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第２８号

別海町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定につい

て

別海町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように制定

する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

目次

第１章 総則（第１条―第４条）

第２章 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準

第１節 通則（第５条―第１９条）

第２節 乳児等通園支援事業の区分（第２０条）

第３節 一般型乳児等通園支援事業（第２１条―第２４条）

第４節 余裕活用型乳児等通園支援事業（第２５条・第２６条）

第３章 雑則（第２７条）

附則

第１章 総則
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（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第

３４条の１６第１項の規定に基づき、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準

を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

（１） 乳児等通園支援事業 法第６条の３第２３項に規定する乳児等通園支援事業を

いう。

（２） 乳児等通園支援 乳児等通園支援事業として行う法第６条の３第２３項の乳児

又は幼児への遊び及び生活の場の提供並びにその保護者への面談及び当該保護者への

援助をいう。

（３） 利用乳幼児 乳児等通園支援事業を利用している乳児又は幼児をいう。

（最低基準の目的等）

第３条 この条例に定める基準（次項及び次条において「最低基準」という。）は、明る

くて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員（乳児等通

園支援事業を行う事業所（以下「乳児等通園支援事業所」という。）の管理者を含む。

以下同じ。）が乳児等通園支援を提供することにより、利用乳幼児が、心身ともに健や

かに育成されることを保障するものとする。

２ 町は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。

（最低基準と乳児等通園支援事業者）

第４条 乳児等通園支援事業を行う者（以下「乳児等通園支援事業者」という。）は、最

低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させなければならない。

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている乳児等通園支援事業者において

は、最低基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。

３ 町長は、利用乳幼児の保護者を含む児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見

を聴き、乳児等通園支援事業者に対し、最低基準を超えて、その設備及び運営を向上さ

せるように勧告することができる。

第２章 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準

第１節 通則
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（乳児等通園支援事業者の一般原則）

第５条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、一人一人

の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳幼児の保護者及

び地域社会に対し、その行う乳児等通園支援事業の運営の内容を適切に説明するよう努

めなければならない。

３ 乳児等通園支援事業者は、自ら提供する乳児等通園支援の質の評価を行い、常にその

改善を図らなければならない。

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、その結果を公表し、

常にその改善を図るよう努めなければならない。

５ 乳児等通園支援事業所には、法に定める事業の目的を達成するために必要な設備を設

けなければならない。

６ 乳児等通園支援事業所の構造設備は、採光、換気等利用乳幼児の保健衛生及び利用乳

幼児に対する危害防止に十分な考慮を払って設けなければならない。

（乳児等通園支援事業者と非常災害）

第６条 乳児等通園支援事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必

要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の

注意と訓練（次項の訓練を除く。）をするように努めなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、少なくとも毎月１回、避難及び消火に関する訓練を行わな

ければならない。

（安全計画の策定等）

第７条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、乳児等通園支援

事業所ごとに、当該乳児等通園支援事業所の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対

する事業所外での活動、取組等を含めた乳児等通園支援事業所での生活その他の日常生

活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他乳児等通園支援事業所におけ

る安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策

定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児等の安全の確保に関して保護者との連携が図ら

- 19 -



れるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければなら

ない。

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画

の変更を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第８条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動

その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降

車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、

利用乳幼児の所在を確認しなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれ

と並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しな

いものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少

ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその

他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所

在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。

（乳児等通園支援事業者の職員の一般的条件）

第９条 乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備

え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際に

ついて訓練を受けたものでなければならない。

（乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上等）

第１０条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研さんに励み、法に定める事業の目

的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保し

なければならない。

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準）

第１１条 乳児等通園支援事業所は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、その

行う乳児等通園支援に支障がない場合に限り、必要に応じ当該乳児等通園支援事業所の

設備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねること

ができる。

（利用乳幼児を平等に取り扱う原則）
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第１２条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利用に要

する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。

（虐待等の禁止）

第１３条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第３３条の１０各号に

掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。

（衛生管理等）

第１４条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用に供す

る水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のため

の研修並びに感染症の予防及びまん延防止のための訓練を定期的に実施するよう努めな

ければならない。

３ 乳児等通園支援事業所には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それら

の管理を適正に行わなければならない。

（食事の提供を行う場合に備える設備）

第１５条 乳児等通園支援事業者は、食事の提供を行う場合（乳児等通園支援事業所外で

調理し運搬する方法により行う場合を含む。）においては、当該乳児等通園支援事業所

において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えな

ければならない。

（乳児等通園支援事業所内部の規程）

第１６条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支援事業の運営についての重

要事項に関する規程を定めておかなければならない。

（１） 乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針

（２） その提供する乳児等通園支援の内容

（３） 職員の職種、員数及び職務の内容

（４） 乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに乳児等通園支援の提供を行わな

い日

（５） 保護者から受領する費用の種類、支払いを求める理由及びその額

（６） 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員

（７） 乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する事項並びに乳児等通園支援
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事業の利用に当たっての留意事項

（８） 緊急時等における対応方法

（９） 非常災害対策

（１０） 虐待防止のための措置に関する事項

（１１） その他乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項

（乳児等通園支援事業所に備える帳簿）

第１７条 乳児等通園支援事業所には、職員、財産、収支及び利用乳幼児の処遇の状況を

明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

（秘密保持等）

第１８条 乳児等通園支援事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用

乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければ

ならない。

（苦情への対応）

第１９条 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関する利用乳幼児又は

その保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓

口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

２ 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関し、町からの指導又は助言

を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

第２節 乳児等通園支援事業の区分

第２０条 乳児等通園支援事業は、一般型乳児等通園支援事業及び余裕活用型乳児等通園

支援事業に区分する。

２ 一般型乳児等通園支援事業とは、乳児等通園支援事業であって次項に定めるものに該

当しないものをいう。

３ 余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども園（就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下

「認定こども園法」という。）第２条第６項に規定する認定こども園をいい、保育所で

あるものを除く。以下同じ。）又は家庭的保育事業等（法第２４条第２項に規定する家

庭的保育事業等をいい、居宅訪問型保育事業を除く。以下同じ。）を行う事業所におい
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て、当該施設又は事業を利用する児童の数（以下この項において「利用児童数」とい

う。）がその施設又は事業に係る利用定員の総数に満たない場合であって、当該利用定

員の総数から当該利用児童数を除いた数以下の数の乳児又は幼児を対象として行う乳児

等通園支援事業をいう。

第３節 一般型乳児等通園支援事業

（設備の基準）

第２１条 一般型乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「一般型乳児等通園支援事業

所」という。）の設備の基準は、次のとおりとする。

（１） 乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、

乳児室又はほふく室及び便所を設けること。

（２） 乳児室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき１．６５平方メートル以上で

あること。

（３） ほふく室の面積は、乳児又は第１号の幼児１人につき３．３平方メートル以上

であること。

（４） 乳児室又はほふく室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備えること。

（５） 満２歳児以上の幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、保育室又

は遊戯室及び便所を設けること。

（６） 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき１．９８平方メートル以上

であること。

（７） 保育室又は遊戯室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備えること。

（８） 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）を２階に

設ける建物は次のア、イ及びカに掲げる要件に、保育室等を３階以上に設ける建物は

次のアからクまでに掲げる要件に該当するものであること。

ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規定する耐火建築

物又は同条第９号の３に規定する準耐火建築物であること。

イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる

区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は設備が１以上設けられているこ

と。

階 区分 施設又は設備
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２階 常用 １ 屋内階段

２ 屋外階段

避難用 １ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１

２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の

屋内階段

２ 待避上有効なバルコニー

３ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の

屋外傾斜路又はこれに準ずる設備

４ 屋外階段

３階 常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段

２ 屋外階段

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾

斜路又はこれに準ずる設備

３ 屋外階段

４階以上

の階

常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段

２ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構

造の屋外階段

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３

項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項

各号に規定する構造の屋内階段については、当該屋内階

段の構造は、建築物の１階から保育室等が設けられてい

る階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー

又は付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を

有する場合を除き、同号に規定する構造を有するものに

限る。）を通じて連絡することとし、かつ、同条第３項
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ウ イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部

分からその一に至る歩行距離が３０メートル以下となるように設けられていること。

エ 一般型乳児等通園支援事業所に調理設備（次に掲げる要件のいずれかに該当する

ものを除く。以下このエにおいて同じ。）を設ける場合には、当該調理設備以外の

部分と一般型乳児等通園支援事業所の調理設備の部分が建築基準法第２条第７号に

規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項に規定す

る特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、暖房又は冷房の

設備の風道が当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有

効にダンパーが設けられていること。

（ア） スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられて

いること。

（イ） 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調

理設備の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。

オ 一般型乳児等通園支援事業所の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材

料でしていること。

カ 保育室等その他利用乳幼児が出入し、又は通行する場所に、利用乳幼児の転落事

故を防止する設備が設けられていること。

キ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられて

いること。

ク 一般型乳児等通園支援事業所のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて

防炎処理が施されていること。

（職員の基準）

第２２条 一般型乳児等通園支援事業所には、保育士その他乳児等通園支援に従事する職

員として町長が行う研修（町長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含

第３号、第４号及び第１０号の要件を満たすものとす

る。）

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾

斜路

３ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構

造の屋外階段
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む。）を修了した者（以下この条において「乳児等通園支援従事者」という。）を置か

なければならない。

２ 乳児等通園支援従事者の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳

未満の幼児おおむね６人につき１人以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。ただ

し、一般型乳児等通園支援事業所一につき２人を下ることはできない。

３ 第１項に規定する乳児等通園支援従事者は、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従

事するものでなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、専ら

当該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員を１人とすることができる。

（１） 当該一般型乳児等通園支援事業と保育所、幼稚園、認定こども園その他の施設

又は事業（以下「保育所等」という。）とが一体的に運営されている場合であって、

当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって当該保育所等の職員（保育その他の

子育て支援に従事する職員に限る。）による支援を受けることができ、かつ、専ら当

該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員が保育士であるとき。

（２） 当該一般型乳児等通園支援事業を利用している乳児又は幼児の人数が３人以下

である場合であって、保育所等を利用している児童の保育が現に行われている保育室

等において当該一般型乳児等通園支援事業が実施され、かつ、当該一般型乳児等通園

支援事業を行うに当たって当該保育所等の保育士における支援を受けることができる

とき。

（乳児等通園支援の内容）

第２３条 一般型乳児等通園支援事業における乳児等通園支援は、児童福祉施設の設備及

び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条に規定する内閣総理大臣

が定める指針に準じ、乳児等通園支援事業の特性に留意して、利用乳幼児及びその保護

者の心身の状況等に応じて提供されなければならない。

（保護者との連絡）

第２４条 一般型乳児等通園支援事業を行う者は、利用乳幼児の保護者と密接な連絡をと

り、乳児等通園支援の内容等につき、その保護者の理解及び協力を得るよう努めなけれ

ばならない。

第４節 余裕活用型乳児等通園支援事業

（設備及び職員の基準）
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第２５条 余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所の設備及び職員の基準は、次の各

号に掲げる施設又は事業所の区分に応じ、当該各号に掲げる命令又は告示に定める基準

による。

（１） 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（保育所に係る部分に限

る。）

（２） 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内

閣総理大臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準（平成２６年

内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第２号）（認定こども園法第３条第２項に規定

する主務大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準に係る部分に限る。）

（３） 幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第１号）

（４） 家庭的保育事業等を行う事業所 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準（平成２６年厚生労働省令第６１号）（居宅訪問型保育事業に係る部分を除く。）

（準用）

第２６条 第２３条及び第２４条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業について準用

する。

第３章 雑則

（電磁的記録）

第２７条 乳児等通園支援事業者及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙そ

の他有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第２９号

別海町訪問入浴介護事業所条例の制定について

別海町訪問入浴介護事業所条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町訪問入浴介護事業所条例

（目的）

第１条 この条例は、訪問入浴介護事業所（以下「事業所」という。）を設置し、自宅で

入浴することが困難な状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、居宅にお

ける入浴の援助を行うことによって、利用者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を

図ることを目的とする。

（名称及び位置）

第２条 事業所の名称及び位置は、次のとおりとする。

（１） 名称 別海町訪問入浴介護事業所

（２） 位置 別海町別海西本町１０３番地３（老人保健施設すこやか内）

（事業の内容）

第３条 事業所は、次に掲げるサービスを行う。
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（１） 血圧、脈拍、体温等の測定

（２） 全身入浴、部分浴、清拭及び洗髪

（利用対象者）

第４条 サービスを利用できる者は、居宅において常に臥床し、自宅で入浴することが困

難な要介護認定を受けた者又は別海町障がい者地域生活支援事業の支給決定を受けた者

とする。

（職員）

第５条 事業所に管理者その他必要な職員を置く。

（利用申込）

第６条 サービスを利用しようとするときは、事業所へ申込みを行うものとする。

（契約）

第７条 サービスを利用するときは、別に定める契約書により契約するものとする。

（利用者負担）

第８条 利用者は、次の各号のいずれかの額を納入する。

（１） 第４条に規定する要介護認定を受けた者 別海町介護サービス使用料及び手数

料条例（平成１２年別海町条例第２７号）で定める額

（２） 第４条に規定する別海町障がい者地域生活支援事業の支給決定を受けた者 別

海町障がい者地域生活支援事業条例（平成１８年別海町条例第３５号）で定める額

（委任）

第９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（別海町介護サービス使用料及び手数料条例の一部改正）

第２条 別海町介護サービス使用料及び手数料条例（平成１２年別海町条例第２７号）の

一部を次のように改正する。

第２条中第６号を第７号とし、第１号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、第１号と

して次の１号を加える。

（１） 法第８条第３項に規定する訪問入浴介護事業 別海町訪問入浴介護事業所
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第３条中「前条第１号の介護サービスに係る利用者負担は手数料、同条第２号から第

４号まで及び第６号の介護サービスに係る利用者負担は使用料」を「前条第１号、第３

号から第５号まで及び第７号の介護サービスに係る利用者負担は使用料、同条第２号の

介護サービスに係る利用者負担は手数料」に改め、同条第１号中「第４号」を「第５号」

に改め、同条第２号中「前条第５号」を「前条第６号」に改め、同条第３号中「前条第

６号」を「前条第７号」に改め、同条第４号中「前号」を「第１号及び前号」に、「第

２条」を「前条」に改め、同条第５号中「前条第６号」を「前条第７号」に改める。

第４条第１項ただし書中「前条第４号」を削り、同条第２項中「訪問看護事業及び通

所介護事業並びに通所リハビリテーション事業」を「訪問入浴介護事業、訪問看護事業、

通所介護事業及び通所リハビリテーション事業」に、「訪問看護又は通所介護」を「事

業」に改める。

別表１中「第２条第１号」を「第２条第２号」に、「第２条第５号」を「第２条第６

号」に、「第２条第２号」を「第２条第３号」に、「第２条第３号」を「第２条第４号」

に、「第２条第４号」を「第２条第５号」に改める。

別表１及び別表２中「第２条第６号」を「第２条第７号」に改める。
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議案第３０号

別海町学校教育施設整備基金条例の制定について

別海町学校教育施設整備基金条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町学校教育施設整備基金条例

（設置）

第１条 別海町の学校教育施設の整備に必要な資金を積み立てるため、別海町学校教育施

設整備基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立）

第２条 基金として積み立てる金額は、一般会計歳入歳出予算で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により管

理しなければならない。

（運用）

第４条 町長は、必要があると認められるときは、基金に属する現金を最も確実かつ有利

な有価証券に代えることができる。

（運用益金の処理）
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第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に繰り入

れるものとする。

（繰替運用）

第６条 町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（処分）

第７条 基金は、学校教育施設整備の財源に充てる場合に限り、処分することができる。

（委任）

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が定める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第３１号

別海町部設置条例の一部を改正する条例の制定について

別海町部設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町部設置条例の一部を改正する条例

別海町部設置条例（平成９年別海町条例第４号）の一部を次のように改正する。

第１条中第５号を第７号とし、第２号から第４号までを２号ずつ繰り下げ、第１号の次

に次の２号を加える。

（２） 総合政策部

（３） 経営管理部

第２条を次のように改める。

（分掌事務）

第２条 前条に定める各部の分掌は、次のとおりとする。

総務部

（１） 議会及び行政一般に関する事項

（２） 町税に関する事項

（３） 町行政の総合調整に関する事項
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（４） 広報、条例その他他部の主管に属しない事項

総合政策部

（１） 町の重要施策の総合企画に関する事項

（２） 町の総合計画に関する事項

（３） 地域の振興に関する事項

（４） 統計に関する事項

経営管理部

（１） 職員の進退及び身分に関する事項

（２） 町の歳入歳出予算、その他の財務及び財産に関する事項

（３） 行財政改革及び経営戦略に関する事項

福祉部

（１） 社会福祉に関する事項

（２） 社会保障に関する事項

（３） 介護保険及び介護支援に関する事項

保健生活部

（１） 保健衛生に関する事項

（２） 生活環境の保全に関する事項

（３） 日常生活の安定向上に関する事項

産業振興部

（１） 農業に関する事項

（２） 水産業に関する事項

（３） 林業及び自然環境の保全に関する事項

（４） 商業及び工業に関する事項

（５） 労働に関する事項

（６） 観光に関する事項

（７） その他産業経済及びみどり推進に関する事項

建設水道部

（１） 土木に関する事項

（２） 建築に関する事項

（３） 下水道に関する事項
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（４） 水道に関する事項

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第３２号

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

職員の育児休業等に関する条例（平成４年別海町条例第８号）の一部を次のように改正

する。

第１９条第２項中「労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６７条」を「労働基準法

第６７条」に改め、同条第３項中「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第

２９項」を「第６１条の２第２０項」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第３３号

職員の勤務時間及び休暇等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

職員の勤務時間及び休暇等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

職員の勤務時間及び休暇等に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部改正）

第１条 職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成７年別海町条例第４号）の一部を

次のように改正する。

第７条の３中第３項を削り、第２項を第３項とし、同条第１項中「３歳に満たない子」

を「小学校就学の始期に達するまでの子」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１

項として次の１項を加える。

任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該

子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を養育することができるものとして

規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則で定めるところ

により、当該子を養育するために請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場合

を除き、深夜における勤務をさせてはならない。
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第７条の３に次の２項を加える。

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職員について準用

する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当該子を養育するこ

とができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、

規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、第２項及び前項中「小学校就学

の始期に達するまでの子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」

とあるのは「第１５条第１項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めるところ

により、当該要介護者を介護」と、第１項中「深夜における」とあるのは「深夜（午

後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、第２項中「当該請求

をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあるの

は「公務の運営に支障がある」と読み替えるものとする。

５ 前４項に規定するもののほか、勤務の制限に関する手続きその他の勤務の制限に関

し必要な事項は、規則で定める。

第１５条第１項中「その他規則で定める者」の次に「（第１５条の３第１項において

「配偶者等」という。）」を加える。

第１５条の２の次に次の２条を加える。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等）

第１５条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至っ

たことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は

措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項

を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条において「請

求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じな

ければならない。

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４月１日

から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する事項を知らせなけれ

ばならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第１５条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにする
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ため、次に掲げる措置を講じなければならない。

（１） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

（２） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

（３） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置

（職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部を改正する条例（令和５年別海町

条例第９号）の一部を次のように改正する。

附則第２条中「同法附則第９条第３項」を「同法附則第９条第２項」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日

から施行する。

（経過措置）

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限開始

日とする改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第７条の３第２項の規定による

請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）

を行おうとする職員は、施行日前においても、規則の定めるところにより、当該請求を

行うことができる。
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議案第３４号

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例（令和元年別海町条例第２７号）の一部を

次のように改正する。

第２０条中「３００，０００円」を「３２５，０００円」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第３５号

第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例の制定について

第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例

第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償に関する条例（令和

元年別海町条例第２８号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項中「特殊勤務報酬」の次に「、宿日直報酬」を加える。

第３条の次に次の１条を加える。

（宿日直報酬）

第３条の２ 第１号会計年度任用職員であって、宿日直勤務することを命じられた者には、

宿日直報酬を支給する。

２ 宿日直報酬の額は、別海町職員の給与に関する条例（昭和２６年別海村条例第１号。

以下「給与条例」という。）の規定により一般職の常勤職員に支給される宿日直手当の
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例による。

第５条第２項中「別海町職員の給与に関する条例（昭和２６年別海村条例第１号。以下

「給与条例」という。）」を「給与条例」に改める。

第８条第１項中「特殊勤務報酬」の次に「、宿日直報酬」を加える。

第１４条中「３３０，０００円」を「３６０，０００円」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１４条の改正規定は、令和７年４月１

日から施行する。
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議案第３６号

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例（平成２７年別海町条例第３３号）の一部を次のように改

正する。

第２条第２号中「法第２条第８項」を「法第２条第９項」に改め、同条第３号中「法第

２条第１２項」を「法第２条第１３項」に改め、同条第４号中「法第２条第１４項」を「

法第２条第１５項」に改める。

附 則

　この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第３７号

別海町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例の制定について

別海町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例

別海町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年別海町

条例第２７号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項第１号中「支援を行うこと」を「支援（次項において「保育内容支援」と

いう。）を実施すること」に改め、同項第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」に

改め、同条第２項及び第３項を次のように改める。

２ 町長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が著し

く困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認めると

きは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。

（１） 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。
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（２） 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及

び責任の所在が明確化されていること。

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための

措置が講じられていること。

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若

しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保

育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力

を行うものをいう。

第６条第５項第１号中「子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）」を「子ど

も・子育て支援法」に改め、同項を同条第７項とし、同条中第４項を第６項とし、第３項

の次に次の２項を加える。

４ 町長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困

難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たすときは、第

１項第２号の規定を適用しないこととすることができる。

（１） 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次のア

及びイに掲げる要件を満たすと町長が認めること。

ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び責

任の所在が明確化されていること。

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置

が講じられていること。

（２） 町長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のために必

要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。

５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものを

いう。

（１） 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において

「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場

合 小規模保育事業Ａ型事業者等

（２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小
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規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると町長が認める者

第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

附則第３条中「１０年」を「１５年」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第３８号

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例の制定について

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平

成２６年別海町条例第２９号）の一部を次のように改正する。

第７条第２項中「第４２条第４項第１号」を「第４２条第６項第１号」に改める。

第３７条第１項中「第４２条第３項第１号」を「第４２条第３項」に、「同条」を「第

２７条」に改める。

第４２条第１項中「第５項」を「第７項」に改め、同項第１号中「支援を行うこと」を

「支援（次項において「保育内容支援」という。）を実施すること」に改め、同項第３号

中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条第２項及び第３項を次のように改め

る。
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２ 町長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認める

ときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。

（１） 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。

（２） 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための

措置が講じられていること。

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事

業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育事業Ａ型事業者等

」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものをいう。

第４２条中第９項を第１１項とし、第４項から第８項までを２項ずつ繰り下げ、第３項

の次に次の２項を加える。

４ 町長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たすときは、

第１項第２号の規定を適用しないこととすることができる。

（１） 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次の

ア及びイに掲げる要件を満たすと町長が認めること。

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び

責任の所在が明確化されていること。

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置

が講じられていること。

（２） 町長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進のために

必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。

５ 前項各号の代替保育連携協力者は、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う

者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものをい

う。

（１） 特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次号にお

いて「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供され
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る場合 小規模保育事業Ａ型事業者等

（２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小

規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると町が認める者

附則第４条中「１０年」を「１５年」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第３９号

別海町障害者地域生活支援事業条例の一部を改正する条例の制定について

別海町障害者地域生活支援事業条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町障害者地域生活支援事業条例の一部を改正する条例

別海町障害者地域生活支援事業条例（平成１８年別海町条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。

題名を次のように改める。

別海町障がい者地域生活支援事業条例

第１条中「障害者」を「障がい者」に、「障害児」を「障がい児」に改める。

第２条第１号中「障害者」を「障がい者」に、「身体障害」を「身体障がい」に、「知

的障害」を「知的障がい」に、「精神障害」を「精神障がい」に改める。

第４条中第７号を削り、第８号を第７号とし、第９号から第１３号までを１号ずつ繰り

上げる。

第６条中「、生活サポート事業」を削る。

第７条中「第９号」を「第８号」に、「うえ」を「上」に改める。

第１０条第１項及び第１１条第１項中「第８号」を「第７号」に改める。

- 50 -



第１４条中「障害福祉サービス」を「障がい福祉サービス」に改める。

別表第１を次のように改める。

別表第１（第５条関係）

事業内容及び対象者

事業区分 事業内容 対象者

１ 相談支援事業 障がい者等からの相談に応

じ、必要な情報提供や助言、

その他障がい福祉サービスの

利用支援等を行う事業

障がい者、障がい児の保護

者又は障がい者の介護及び支

援を行う者等

２ 意思疎通支援事業 意思疎通に支障がある障が

い者等に対し、手話通訳者等

の派遣を行い、意思疎通に必

要な援助を行う事業

聴覚、言語機能、音声機能

その他の障がいのため、意思

疎通を図ることに支障がある

障がい者等

３ 地域活動支援センター事

業

障がい者等を通わせ、創作

的活動や生産活動の機会の提

供、社会との交流促進等の便

宜を図り、あわせて機能訓練、

社会適応訓練とともに、必要

に応じて入浴等のサービスを

行う事業

１ 障害支援区分判定におい

て、軽度（区分１及び区分２）

と判定された者

２ 地域において雇用・就労

が困難な在宅障がい者であっ

て、日中活動の支援が必要と

町長が認めた者

４ 日常生活用具給付等事業 障がい者等に対し、介護・

訓練支援用具、自立生活支援

用具、在宅療養支援用具、情

報意思疎通支援用具、排泄管

理支援用具、住宅改修費等の

日常生活用具の給付又は貸与

を行う事業

身体障がい者（児）、知的

障がい者（児）、精神障がい

者（児）、難病患者等であっ

て、日常生活用具を必要と町

長が認めた者。

ただし、本人又は配偶者の

うち、市町村民税所得割の最

多納税者の納税額が４６万円

以上である場合は本事業の対
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象外とする。

５ 移動支援事業 社会生活上必要不可欠な外

出及び余暇活動等の社会参加

のため、外出の際の移動支援

を行う事業

屋外での移動が困難な障が

い者等であって、外出時に移

動の支援が必要と町長が認め

た者

６ 日中一時支援事業 障がい者等に日中における

活動の場を提供し、見守り、

社会に適応するための日常的

な訓練その他町長が認めた支

援を行う事業

日中において監護する者が

いないため、一時的な見守り

等の支援が必要と町長が認め

た者

７ 訪問入浴サービス事業 移動入浴車で居宅を訪問

し、浴槽を提供して入浴の支

援を行う事業

居宅において常に臥床し、

自宅で入浴することが困難な

６５歳未満の身体障がい者等

８ 成年後見制度利用支援事

業

障がい福祉サービス利用の

観点から成年後見制度の利用

が有効と認められる障がい者

等に対し、成年後見制度の利

用を支援することで権利擁護

を図る事業

判断能力が十分でない知的

障がい者及び精神障がい者で

あって、成年後見制度の利用

に要する費用について、補助

を受けなければ制度の利用が

困難であると町長が認めた者

９ 理解促進研修・啓発事業 地域住民等に対して障がい

者等に対する理解を深めるた

めの研修・啓発を行う事業

地域住民等

１０ 自発的活動支援事業 障がい者等が自立した日常

生活及び社会生活を営むこと

ができるよう、障がい者等や

その家族、地域住民等が自発

的に行う活動に対する支援事

業

障がい者等、障がい者等の

家族、地域住民等

１１ 成年後見制度法人後見 法人後見実施のための研修 法人後見実施団体、法人後
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別表第２生活サポート事業の項を削る。

別表第３中「ただし、本人又は世帯員のうち、市町村民税所得割の最多納税者の納税額

が５０万円以上である場合は対象外とする。」を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用に関する条例の一部改正）

２ 別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年別海町条例第３３号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第１中「

」を「

」に改める。

別表第２中「

支援事業 や、法人後見の活動を安定的

に実施するための組織体制の

構築、法人後見の適正な活動

のための支援等を行う事業

見の実施を予定している団体

等

１２ 手話奉仕員養成研修事

業

聴覚障がい者等との交流活

動の促進、町の広報活動等の

支援者として期待される日常

会話程度の手話表現技術を習

得した手話奉仕員の養成研修

を行う事業

町長が認めた者

４ 町長 別海町障害者地域生活支援事業条例（平成１８年別海町条例第３５号）によ

る障害者の地域生活支援事業に関する事務であって規則で定めるもの

４ 町長 別海町障がい者地域生活支援事業条例（平成１８年別海町条例第３５号）に

よる障がい者の地域生活支援事業に関する事務であって規則で定めるもの
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」を「

」に改める。

４ 町長 別海町障害者地域生活支援事業条例によ

る障害者の地域生活支援事業に関する事

務であって規則で定めるもの

（１） 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

（２） 生活保護関係情報であって

規則で定めるもの

（３） 住民票関係情報であって規

則で定めるもの

４ 町長 別海町障がい者地域生活支援事業条例に

よる障がい者の地域生活支援事業に関す

る事務であって規則で定めるもの

（１） 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

（２） 生活保護関係情報であって

規則で定めるもの

（３） 住民票関係情報であって規

則で定めるもの
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議案第４０号

別海町児童デイサービスセンター条例の一部を改正する条例の制定について

別海町児童デイサービスセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町児童デイサービスセンター条例の一部を改正する条例

別海町児童デイサービスセンター条例（平成２０年別海町条例第３９号）の一部を次の

ように改正する。

第４条第１号を次のように改める。

（１） 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援、同条第３項に規定する放課

後等デイサービス及び同条第５項に規定する保育所等訪問支援（以下「通所支援」と

いう。）

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

- 55 -



議案第４１号

別海町中小企業融資条例の一部を改正する条例の制定について

別海町中小企業融資条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町中小企業融資条例の一部を改正する条例

別海町中小企業融資条例（昭和４１年別海村条例第１９号）の一部を次のように改正す

る。

附則第５項中「令和７年」を「令和８年」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第４２号

別海町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

別海町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

別海町水道事業の設置等に関する条例（昭和５９年別海町条例第１１号）の一部を次の

ように改正する。

第５条中「第２４３条の２の８第８項」を「第２４３条の２の９第８項」に改める。

附 則

この条例は、地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）附則第１条第

３号に掲げる規定の施行の日から施行する。
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議案第４３号

別海町水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について

別海町水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町水道事業給水条例の一部を改正する条例

別海町水道事業給水条例（昭和５９年別海町条例第１３号）の一部を次のように改正す

る。

第８条第１項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。

第１６条第４項中「、第３項」を「及び前項」に改める。

第４０条第１号中「学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除

く。以下同じ。）の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学若しくは水

道工学に関する学科目を修めて卒業した後、又は旧大学令（大正７年勅令３８８号）によ

る大学において土木工学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した後、２年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」を「学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）による大学（短期大学を除く。以下同じ。）又は旧大学令（大正７年勅令第３８

８号）による大学において土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、１年

６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」に改め、同条第２号中「学
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校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工学及び水道工学

に関する学科目以外の学科目を修めて卒業した後、３年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者」を「学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機

械工学科若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、２年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」に改め、同条第３号中「学校教育法

による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専門学校又は

旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）による専門学校において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、

５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」を「学校教育法による短

期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専門学校又は旧専門学

校令（明治３６年勅令第６１号）による専門学校（次号において「短期大学等」という。）

において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した後。次号において同じ。）、２年６月以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者」に改め、同条第６号中「厚生労働省令」を「国土交

通省令」に改め、同号を同条第８号とし、同条第５号中「１０年以上水道の工事に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者」を「５年以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者」に改め、同号を同条第７号とし、同号の前に次の１号を加える。

（６） 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて

卒業した後、４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

第４０条第４号中「学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令

（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校において土木科又はこれに相当する課程を修

めて卒業した後、７年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」を「学

校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和１８年勅令第３６

号）による中等学校（次号において「高等学校等」という。）において土木科又はこれに

相当する課程を修めて卒業した後、３年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者」に改め、同号を同条第５号とし、同条第３号の次に次の１号を加える。

（４） 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて

卒業した後、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

第４１条中「第３項」の次に「（法第３１条及び第３４条第１項において準用する場合

を含む。）」を加え、同条第１号中「前条の規定により布設工事監督者たる資格を有する
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者」を「前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科若しく

は土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した後）、同項第１号に規定する学校を卒業した者については

１年６月以上、同項第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課

程にあっては、修了した者）については２年６月以上、同項第５号に規定する学校を卒業

した者については３年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」に

改め、同条第２号中「前条第１号」を「前条第１項第１号」に、「第３号及び第４号」を

「第３号及び第５号」に改め、「土木工学以外の」を削り、「に関する学科目又はこれら

に相当する学科目」を「の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びに

これらに相当する課程を除く。）」に、「卒業した後（同法」を「卒業した後（学校教育

法」に、「同条第１号」を「同項第１号」に、「４年以上」を「２年以上」に、「同条第

３号」を「同項第３号」に、「６年以上」を「３年以上」に、「同条第４号」を「同項第

５号」に、「８年以上」を「４年以上」に改め、同条第３号中「１０年以上」を「５年以

上」に改め、同条第４号中「厚生労働省令」を「国土交通省令・環境省令」に、「前２号」

を「前３号」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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議案第４４号

別海町下水道等事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

別海町下水道等事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町下水道等事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

別海町下水道等事業の設置等に関する条例（令和３年別海町条例第２２号）の一部を次

のように改正する。

別表第１中「５，４４０人」を「５，０７０人」に、「１１９．８ヘクタール」を「１

３３．４ヘクタール」に、「１，４９０人」を「１，１５０人」に、「１６０人」を「１

４０人」に改める。

別表第２中「２，４７５立方メートル」を「２，３００立方メートル」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

- 61 -



議案第４５号

別海町監査委員条例の一部を改正する条例の制定について

別海町監査委員条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町監査委員条例の一部を改正する条例

別海町監査委員条例（平成９年別海町条例第３号）の一部を次のように改正する。

第５条中「法第２４３条の２の８第３項」を「法第２４３条の２の９第３項」に改める。

附 則

この条例は、地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）附則第１条第

３号に掲げる規定の施行の日から施行する。
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議案第４６号

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律第３条第８

項の規定に基づき、豊原、中西別、大成、泉川、美原、本別及び上春別辺地に係る公共的

施設の総合整備計画を別紙のとおり変更する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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（第１次変更）

１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町豊原

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町豊原２９番地３８

　（３）辺地度点数

２３４点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

通学施設～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和５年度から令和９年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(8,734) (4,992) (3,742) (3,600)

8,734 4,992 3,742 3,600
(23,399) (3,750) (19,649) (19,000)

23,399 3,750 19,649 19,000
(245,900) (231,148) (14,752) (14,500)

219,900 206,708 13,192 13,000
(0)

(278,033) (239,890) (38,143) (37,100)
252,033 215,450 36,583 35,600

総　合　整　備　計　画　書

北　海　道　別　海　町　豊　原　辺　地
(辺地の人口　２６９人、面積　５１．６ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路

（橋梁長寿命化補修事業）

通 学 施 設

（スクールバス購入事業）

経 営 近 代 化 施 設

（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対応するため、計画的に橋梁の架
け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。

小・中学校への遠距離通学対策として通学バスは必要不可欠なものであるが、現存
車両の老朽化が進んでいるため、更新購入する必要がある。

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財 源 一般財 源

別 海 町

別 海 町

北 海 道 農 業 公 社

合　　　　　　　　　計
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（第１次変更）

１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町中西別

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町中西別本町１８番地

　（３）辺地度点数

１０６点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

除雪機械～

通学バス～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和６年度から令和１０年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(1,625,361) (1,055,648) (569,713) (554,600)

892,387 582,648 309,739 288,400

(62,519) (0) (62,519) (62,500)

0 0 0 0

(13,824) (3,900) (9,924) (9,900)

11,522 3,750 7,772 7,700

(210,000) (197,400) (12,600) (12,500)

163,200 153,408 9,792 9,700

#REF! #REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF! #REF!

(1,911,704) (1,256,948) (654,756) (639,500)

1,067,109 739,806 327,303 305,800

総　合　整　備　計　画　書

北　海　道　別　海　町　中　西　別　辺　地
(辺地の人口　５８５人、面積　１３６．２ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路
（橋梁長寿命化補修事業外4事業）

除 雪 機 械

（除雪機械等購入事業）

通 学 バ ス

（スクールバス購入事業）

経 営 近 代 化 施 設
（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【中西別上風連
線（L=6,071m  W=5.5m) 、中西別広野線（L=3,130m  W=5.5m) 、根室中部3号主要
幹線（9,032m　W=5.5m）、中西別北4線（L=2,187m　W＝5.5m）】
除雪グレーダは路面生成装置により、スリップの原因となるわだちや、凍結路面の除
去が可能であり、交通の安全を確保するためにも必要不可欠なものであり、より効率
的な道路管理に努めるため、車両を増台する必要がある。

小・中学校への遠距離通学対策として通学バスは必要不可欠なものであるが、現存
車両の老朽化が進んでいるため、更新購入する必要がある。

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財源 一般財源

別 海 町

別 海 町

別 海 町

北海道農業公社

合　　　　　　　　　計
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１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町大成

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町大成３３番地５

　（３）辺地度点数

２２５点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

産業農林道～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和５年度から令和９年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(610,553) (31,338) (579,215) (576,700)
480,489 19,800 460,689 458,000

1,278,804 991,073 287,731 287,200
(144,435) (136,145) (8,290) (8,100)
107,076 100,614 6,462 6,300

(2,033,792) (1,158,556) (875,236) (872,000)
1,866,369 1,111,487 754,882 751,500

総　合　整　備　計　画　書 （第２次変更）

北　海　道　別　海　町　大　成　辺　地
(辺地の人口　１６７人、面積　２８．６ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路

（上春別原野５４線路肩拡幅・舗装改修事業外１事業）

産 業 農 林 道

（大成零号地区農道整備事業外１事業）

経 営 近 代 化 施 設

（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【上春別原野54線
（L＝4,653ｍ、Ｗ＝5.5ｍ）】

大型農作業機械の通行及び生産物の搬出に対処するため改良・舗装の必要がある。
【大成零号地区（L＝3,659ｍ、Ｗ＝4.0ｍ）、東柏野地区（L＝2,214ｍ、Ｗ＝4.0ｍ）】

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財源 一般財源

別 海 町

北 海 道

北 海 道 農 業 公 社

合　　　　　　　　　計

- 66 -



１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町泉川

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町泉川１０７番地５２

　（３）辺地度点数

１７１点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

産業農林道～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和５年度から令和９年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(281,146) (16,992) (264,154) (262,500)
276,046 16,992 259,054 257,800
(185,333) (81,015) (104,318) (104,200)
185,200 81,015 104,185 104,100

116,830 109,819 7,011 6,800

(583,309) (207,826) (375,483) (373,500)
578,076 207,826 370,250 368,700

総　合　整　備　計　画　書 （第２次変更）

北　海　道　別　海　町　泉　川　辺　地
(辺地の人口　２９６人、面積　５８．７ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路

（泉川第1地区零号線改良舗装事業外２事業）

産 業 農 林 道

（泉川第１地区第２東３号線基盤整備促進事業）

経 営 近 代 化 施 設

（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【泉川第1地区零
号線（L＝1,095ｍ、Ｗ＝4.0ｍ）、別海西部第2地区泉川北6線（L＝500ｍ、Ｗ＝5.5
ｍ）】

大型農作業機械の通行及び生産物の搬出に対処するため改良・舗装の必要がある。
【泉川第１地区第２東３号線（Ｌ=1,110ｍ　W=4.0m）】

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財源 一般財源

別 海 町

別 海 町

北 海 道 農 業 公 社

合　　　　　　　　　計
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１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町美原

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町美原６６番地２４

　（３）辺地度点数

１９２点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

３．公共的施設の整備計画 令和４年度から令和８年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(26,397) (15,762) (10,635) (10,600)

15,260 9,232 6,028 5,800

(26,397) (15,762) (10,635) (10,600)

15,260 9,232 6,028 5,800

総　合　整　備　計　画　書 （第１次変更）

北　海　道　別　海　町　美　原　辺　地
(辺地の人口　２４３人、面積　６６．０ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路
　 （橋梁長寿命化補修事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため計画的に橋梁の架け
替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財 源 一般財 源

別 海 町

合　　　　　　　　　計
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１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町本別

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町本別５０番地３３

　（３）辺地度点数

１７１点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和５年度から令和９年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(458,643) (255,705) (202,938) (198,900)

284,434 165,036 119,398 117,300

85,180 80,068 5,112 5,000

(543,823) (335,773) (208,050) (203,900)
369,614 245,104 124,510 122,300

総　合　整　備　計　画　書 （第１次変更）

北　海　道　別　海　町　本　別　辺　地
(辺地の人口　１４５人、面積　２８．３ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路

（本別誘導線整備事業外１事業）

経 営 近 代 化 施 設

（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対応するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【本別誘導線（L
＝1,444ｍ、Ｗ＝5.5ｍ）】

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財 源 一般財 源

別 海 町

北 海 道 農 業 公 社

合　　　　　　　　　計
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１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町上春別

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町上春別南町６番地１

　（３）辺地度点数

１２１点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

産業農林道～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和６年度から令和１０年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(382,100) (19,118) (362,982) (361,000)

379,000 17,242 361,758 359,700
(827,500) (641,312) (186,188) (186,100)

775,600 601,091 174,509 174,200
(0) (0) (0) (0)

21,130 19,862 1,268 1,200

(1,230,730) (680,292) (550,438) (548,300)

1,175,730 638,195 537,535 535,100

総　合　整　備　計　画　書 （第１次変更）

北　海　道　別　海　町　上　春　別　辺　地
(辺地の人口　６８４人、面積　１０１．１ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路
（橋梁長寿命化補修事業外１事業）

産 業 農 林 道
（別海第１地区農道整備事業外１事業）

経 営 近 代 化 施 設
（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【上春別原野54
線（L=4,653m  W=4.0m)】  

大型農作業機械の通行及び生産物の搬出に対処するため改良・舗装の必要があ
る。【別海第１地区（L=180m  W=4.0m) 、大成零号地区（L=3,659m  W=4.0m)  】

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財 源 一般財 源

別 海 町

北 海 道

北海道農業公社

合　　　　　　　　　計
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議案第４７号

町道の路線認定及び廃止について

町道の路線を次のように認定及び廃止する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三
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１ 認定する路線

路 線

番 号
路 線 名 起 点 終 点

重 要 な

経 過 地
備 考

805 別海旭町団地西通線 
別海旭町435番地9地
先 

別海旭町435番地42
地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項
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2 廃止する路線

路 線

番 号
路 線 名 起 点 終 点

重 要 な

経 過 地
備 考

805 別海旭町団地西通線 
別海旭町435番地33
地先 

別海旭町435番地42
地先 

― 
道 路 法
第 10 条
第 ３ 項
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報告第２号

専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項

の規定により報告する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

専 決 処 分 書

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。

令和７年２月７日

別海町長 曽 根 興 三

工事請負契約の一部変更について

令和６年６月２７日議案第４５号により議決を経て締結した、イーストタウン寿団地公

営住宅改修建築工事（４号棟）請負契約の一部を次のように変更する。

契約金額「８４，０９５，０００円（内消費税及び地方消費税額７，６４５,０００円）」

を「８５，７５６，０００円（内消費税及び地方消費税額７，７９６,０００円）」に改

める。
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報告第３号

専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項

の規定により報告する。

令和７年３月６日提出

別海町長 曽 根 興 三

専 決 処 分 書

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。

令和７年２月２１日

別海町長 曽 根 興 三

工事請負契約の一部変更について

令和６年７月２９日議案第５８号により議決を経て締結した、酪農工場及び農漁村加工

体験施設機械設備改修工事請負契約の一部を次のように変更する。

契約金額「７４，８００,０００円（内消費税及び地方消費税額６，８００,０００円）」

を「７５，４０５,０００円（内消費税及び地方消費税額６，８５５,０００円）」に改め

る。
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